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研究成果の概要（和文）：コンゴの紛争鉱物問題を調査した結果、国際社会による紛争鉱物取引規制は紛争と資
源が結びつくメカニズムを変えておらず紛争解決手段として機能していないという結論に達した。紛争フリーと
認証された鉱物のみを流通させるしくみはサプライチェーンの上流に問題を抱えている。周辺国はコンゴ東部の
紛争に介入し続け、アフリカ大湖地域の政治力学が紛争解決に向かっていない。重大な人権侵害のなかでも紛争
の武器としての性暴力が横行する構造的要因として、軍事男性性が大きく影響している。国際社会からの圧力は
紛争のメカニズムを変える十分な力になっていない。研究成果は学会発表、論文にまとめるとともに、改善に向
けた政策提言を公表した。

研究成果の概要（英文）：Research on the conflict minerals issue in DRC has led to the conclusion 
that the international community's regulation on conflict minerals has not changed the mechanism 
linking conflict and resources, and has not functioned as a means of conflict resolution. The system
 of distributing only certified conflict-free minerals has problems upstream in the supply chain. 
Neighboring countries continue to intervene in the conflict in eastern DRC, and the political 
dynamics in the Great Lakes region of Africa are not conducive to conflict resolution. Military 
masculinity is a major structural factor contributing to the prevalence of sexual violence as a 
weapon of conflict, among other gross human rights violations. Pressure from the international 
community has not been a sufficient force to change the mechanisms of conflict. The research results
 were presented at conferences, and summarized in papers, and policy recommendations for improvement
 were published.

研究分野： 国際協力学

キーワード： アフリカ　コンゴ民主共和国　資源採掘　紛争鉱物取引規制　紛争下の性暴力

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の意義は、紛争鉱物取引規制の効果という結果のみではなく、規制が紛争と資源が結びつくメカニズムを
どう変えたことによってその結果がもたらされたのかというプロセスを詳細に検討したことにある。メカニズム
レベルでの分析は他の例を見ないため、国際ジャーナルに掲載した論文が高く評価されている。研究成果に基づ
いて政策提言を公開し、日本の政府、企業、援助団体が取り組むべき施策を提示した点に社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

2000 年以降、紛争下の資源採掘が住民の人権侵害の要因になっていることは、国際社会に 
おいて明らかにされてきた。2010 年には、従来の経済制裁という形式を超えて、初の紛争鉱 
物取引規制が OECD とアメリカで制定された。こうした国際社会からの働きかけは、資源が 
紛争の継続に利用され、住民の人権侵害を引き起こすメカニズムをどう変えたのだろうか。 
 資源が紛争の発生・継続に結びつくメカニズムは、「紛争の政治経済学」において研究の蓄積
が行われてきた。一方で、欧米先進国による紛争鉱物取引規制がこれらのメカニズムをどう転換
させ、関係主体の利害と行動を変化させるのかは研究の途上である。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、資源が紛争の継続における動機あるいは手段として機能し、資源産出地域に

おいて人権侵害を引き起こすメカニズムを、紛争鉱物取引規制による国際社会からの働きかけ
がどう転換させたのかを明らかにすることにあった。そのため、1996 年から 20 年以上にわた
って紛争資源問題が続き、紛争鉱物取引規制の最初の対象地となったコンゴ東部を対象地域と
して事例分析を行った。 
「2010 年に OECD とアメリカが制定した紛争鉱物取引規制は、コンゴ東部において資源が

紛争に結びつくメカニズムを転換させ、住民の人権侵害を止める役割を果たしているのか」とい
う問いを設定し、紛争鉱物取引規制によって、関係主体（コンゴ政府、周辺国政府、欧米政府、
武装勢力、コンゴ国軍、企業、援助機関）の利害関係と行動がどう変化し、住民の人権侵害をど
う変えたのかを検証した。 
 
３．研究の方法 
研究方法としては、文献調査・資料分析に加えて、2 種類の聞き取り調査を行った。1 つは、 

コンゴ東部で採掘された鉱石の取引および監視に関わるウガンダ、ルワンダ、ブルンジの企 
業を対象として、鉱物取引の変化をとらえた。もう 1 つは、コンゴ東部から周辺国に逃れた難民
を対象として、住民の人権侵害の実態をとらえた。 
 
４．研究成果 
 2010 年に制定された紛争鉱物取引規制は、コンゴの鉱物産出地域における人権侵害を解決す
るために、サプライチェーンの下流に位置する企業にデュー・ディリジェンスを求めるという形
式で、紛争と資源の結びつきを断絶しようとする野心的な試みであった。規制の制定からの 10
年で鉱物認証スキームが構築され、紛争主体が多くの鉱山から撤退した。しかし、紛争と資源が
結びつくメカニズムは変えられていない。たとえ企業が自社のサプライチェーンから紛争鉱物
を排除するべく closed-pipeline を構築しても、その源流であるコンゴにおいて紛争主体が鉱
物からの利益を利用し続けていたのでは、メカニズムレベルでの game changer にはなりえない。
こうした状況を受けて、サプライチェーン調査に尽力する企業の中には、紛争鉱物取引規制には
効果がないという評価を下し、規制の撤廃を求める声もある。 
それにもかかわらず、EUは 2021 年 1 月に新たな規制を全面開始した。また、2011 年に国連ビ

ジネスと人権に関する指導原則が採択されて以降、グローバル・サプライチェーンにおいて紛争
鉱物のみならず、人権デュー・ディリジェンスの実施が求められるようになっている。アメリカ
が規制を事実上緩和した一方で、責任ある鉱物調達を掲げる産業界は、取り組みを続けると予想
される。この転換期にあって、本研究は規制の影響をメカニズムレベルで分析し、研究結果とし
て以下 5 点をとらえた。 
 
1）国際社会による紛争鉱物取引規制は、コンゴ政府、周辺国政府、欧米政府、武装勢力、コン
ゴ国軍、企業、 援助機関など関係主体の行動変化をもたらしたものの、紛争と資源が結びつく
メカニズムを変えていないため、紛争解決手段として有効に機能できていない。 
 
2）紛争フリーと認証された鉱物のみを流通させる closed-pipeline はサプライチェーンの上流
において大きな問題を抱えており、実態としては構築できていない。 
 
3）武装勢力兵士のリクルートや軍事訓練、鉱物密輸を通じて周辺国がコンゴ東部の紛争に介入
し続けており、アフリカ大湖地域の政治力学が紛争解決に向かっていない。 
 
4）重大な人権侵害のなかでも、紛争の武器としての性暴力が横行し続ける構造的要因として、
4種類の男性性（覇権的男性性、従属的男性性、超男性性と軍事化された男性性）の多層階層が
確立されている。 
 
5）サプライチェーンの下流企業および援助国などの国際社会からのプレッシャーは、紛争継続



が関係主体の利益になっているメカニズムを変えるほどの十分な力になっていない。 
 
これらの研究結果は論文にまとめて国際ジャーナルに掲載するとともに、政策提言にまとめ、

日本の政府、援助機関、研究者、企業、市民社会がとるべき方針として以下 4点を提言した。 
 

提言 1：紛争鉱物取引規制が紛争と資源が結びつくメカニズムに与える影響の分析 
 紛争鉱物取引規制の導入によって関係政府、紛争主体、企業の行動変化があった一方、紛争と
資源が結びつくメカニズムを変えることは現状ではできていない。鉱物採掘・取引が紛争継続の
手段として利用され、同時に紛争を継続する動機にもなっている状況が続いているために、紛争
は解決に向かっていない。規制による関係主体の行動変化のみならず、規制が紛争と資源が結び
つくメカニズムに与えた影響の分析を深めることが必要である。 
 
提言 2：紛争鉱物調達調査および紛争フリー鉱物認証スキームの強化 
 紛争鉱物取引規制が紛争解決手段として機能するためには、規制が設計通りに実施されるこ
とが第 1 段階として必要である。規制が完遂されない現状において規制の緩和を検討するので
はなく、紛争鉱物調達調査および鉱物認証スキームを強化する必要がある。 
 
提言 3：Closed-pipeline 構築に向けたサプライチェーンの上流（鉱物産出地域）への支援強化 
 紛争フリー鉱物の closed-pipeline を構築するうえでの問題点は、サプライチェーンの上流
である鉱物産出地域にある。中流の製錬所以降のトレーサビリティを強化しても、鉱物産出地域
での「徴税」によって鉱物採掘・取引の利益が紛争主体に利用されているならば、パイプライン
は汚染されていることになる。デュー・ディリジェンスを実施する下流企業には、下流における
トレーサビリティの確保に尽力するのみならず、鉱物産出地域において紛争フリー鉱山および
輸送経路が確保されるよう、上流の鉱物認証機関への支援を強化するよう推奨する。 
 
提言 4：コンゴ、ルワンダ、ウガンダ、ブルンジを含むアフリカ大湖地域の政治力学に基づく問
題分析 
 コンゴ東部の紛争に周辺国が関与し続けている状況を踏まえて、コンゴ国内のみならずルワ
ンダ、ウガンダ、ブルンジを含むアフリカ大湖地域の政治力学のなかでコンゴ東部紛争の実態を
とらえ、紛争解決に向けて国際社会からの働きかけを行っていく必要がある。 
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